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 監査の結果に基づき、措置を講じた旨の通知があったので、地方自治法（昭

和 ２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、次のとおり公表す

る。 
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大阪府後期高齢者医療広域連合 
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監査結果に基づく措置状況 

監査の種類 定期監査 

監査実施期間 令和６年 11月 22日から令和７年３月７日 

監査対象 資格管理課 

指摘事項等 措置状況 

（指摘事項） 

［令和６年度上半期分］ 

①「令和６年度次期機器更改事業推進

支援業務」及び「令和６年度標準システ

ムに係る被保険者証年次の個人番号下

四桁付与対応業務」において、大阪府後

期高齢者医療広域連合事務決裁規程

上、１件５００万円以上の賃借及び物

件、労力その他の受給に係る支出負担

行為に関する事項の決裁権者を広域連

合長と定めているところ、事務局長専

決としていた。 

 

②「令和６年度次期機器更改事業推進

支援業務」及び「次期標準システムバー

ジョンアップ対応業務委託」において、

公印を使用するときは、大阪府後期高

齢者医療広域連合公印規則第８条にお

いて、押印を要する文書に決裁済の文

書を添えて、取扱者に提示し、承認を受

けなければならないとされているが、

契約書に押印するに当たり、取扱者の

承認を受けた記録（公印審査）が残され

ていなかった。 

 

③「情報連携業務に係る総合運用テス

ト支援業務」及び「後期高齢者医療広域

連合電算処理システム（標準システム）

に関する令和６年度医療保険制度改革

に係る保険料算定対応業務」において、

業務の全部又は一部を第三者に委託

し、又は請け負わせてはならないとし、

あらかじめ委託者の書面による承認を

得たときはこの限りでない旨を契約書

に定めているが、受託者から業務の再

指摘事項の①において、原因は大阪府後

期高齢者医療広域連合事務決裁規程に定め

る専決事項の確認不足にありました。 

今回の指摘事項を受けて、以下のとおり

職員に周知・指導を行いました。 

・決裁の起案方法として、昨年度のものを

複写または参考にすることは業務の効率化

の観点からは有益なものではあるが、全く

同じ決裁内容というものは存在せず、金額

や内容等に変更があることを意識して、当

該決裁に関わる職員は主体的に事務決裁規

程を確認すること。 

・今回の事例に限らず、常に法令等の根拠

を意識し、適正に事務を処理すること。 

 

指摘事項②において、原因は大阪府後期高

齢者医療広域連合公印規則の確認不足にあ

りました。 

 今回の指摘事項を受けて、以下のとおり

職員に周知・指導を行いました。 

・契約書に押印する際は、決裁済みの文書

を添えて、取扱者に提示し、承認を受ける

が、押印後、他職員が押印済契約書、取扱

者の承認を受けた記録を確認すること。 

・今回の事例に限らず、常に法令等の根拠

を意識し、適正に事務を処理すること。 

 

指摘事項③において、原因は契約書に定め

る再委託条項の確認不足にありました。 

 今回の指摘事項を受けて、以下のとおり

職員に周知・指導を行いました。 

・契約締結の際に、再委託の有無について

確認を行い、再委託を行う場合について

は、受託者に再委託承諾申請書の提出を促

し、申請後、速やかに再委託承諾書の可否
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委託承諾申請書の提出があったもの

の、承諾に関する起案及び決裁を行っ

ていなかった。 

 

（注意事項） 

［令和５年度分］ 

①「マイナンバーカードと健康保険証

の一体化等に関する対応コールセンタ

ー運営業務」において、契約相手方から

個人情報取扱いに関する誓約書を提出

させることとしているが提出を受けて

いなかった。なお、令和６年度に締結し

ている同内容の契約においては改善さ

れていた。 

 

②「後期高齢者医療広域連合電算処理

システムに係る SVF 製品（帳票ソフト

ウェア）ライセンス購入及び保守費用」

において、契約書の製本が不完全であ

った。 

 

③「資格管理カスタマイズ業務」におい

て、契約相手方が契約書に押印してい

る印紙税の納付印の税額が誤ってい

た。 

 

［令和６年度上半期分］ 
④「令和６年度次期機器更改事業推進

支援業務」、「情報連携業務に係る総合

運用テスト支援業務」及び「後期高齢者

医療広域連合電算処理システム（標準

システム）に関する令和６年度医療保

険制度改革に係る保険料算定対応業

務」において、契約書の製本が不完全で

あった。 

に関する起案及び決裁を行い、受託者へ書

面による通知を行うこと。 

・庶務担当者が定期的に再委託承諾申請書

の有無を確認し、申請に対する承諾処理が

行われているか確認を行うこと。 

 

注意事項①において、原因は契約相手方が

個人情報を取り扱う際、個人情報取扱いに

関する誓約書の提出が必要であることの認

識不足にありました。 

 令和６年度については、改善しておりま

すが、今回の注意事項を受けて、改めて以

下のとおり職員に周知・指導を行いまし

た。 

・庶務担当者は締結した契約について、個

人情報の取扱いの有無を確認し、取扱いを

認めた時は、誓約書の有無を確認するこ

と。 

 

注意事項②④において、原因は契約事務の

手引きにおける契約書の綴じ方の理解不足

にありました。 

 今回の注意事項を受けて、以下のとおり

職員に周知・指導を行いました。 

・契約書製本時は契約事務の手引きに則

り、製本を行うこと。 

 

注意事項③において、原因は印紙税法の確

認不足にありました。 

 今回の注意事項を受けて、以下のとおり

職員に周知・指導を行いました。 

・契約締結時は印紙税法、契約事務の手引

きを参考に、印紙の要不要、印紙税額を確

認すること。 
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